
Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

要配慮者利用施設における
避難確保計画作成推進に向けた
地方公共団体等の取組事例集

国土交通省 水管理・保全局
河川環境課　水防企画室

令和２年４月



改訂の経緯

• 平成31年3月 初版公表
• 令和2年4月   第２版公表
        ・地域全体での取組事例

（白石市）    を追加



はじめに

○平成29年5月に水防法が改正され、同法に基づき市町村地
域防災計画に定められた要配慮者利用施設の管理者等に、
避難確保計画の作成、訓練の実施が義務づけられた。

○平成30年3月時点での計画作成率は、全国平均で17.7％と
なっており、多くの市町村で計画作成をより一層推進する
必要がある。一方で、計画作成が進んでいる先進的な地方
公共団体もある。

○本事例集は、先進的な地方公共団体の取組を紹介し、全国
の地方公共団体に参考いただくことで、要配慮者利用施設
における避難確保計画作成を促進するものである。
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計画作成を促進するための体制構築

○河川・土木部局の呼びかけのもと、防災部局のみならず、福祉部局や教育部局等施設
を所管する部局との連携体制を構築

○徳島県では、河川部局に避難確保計画作成促進のための専任の職員を配置
宇都宮市の体制

○関係部局から構成される「庁内関係課会議」を結成、
庁内関係課の役割分担や進め方を協議して連携体制を
構築

○施設所管課毎に相談窓口を設定（会議自体は定期的に
開催していないが、防災･河川部局が中心となって情報
共有等は緊密に実施）

香川県の体制

徳島県の体制

○関係部局から構成される「情報連絡会」を結成、県内市町
村や施設を支援

○施設の所管課、施設情報を整理共有。定期的に情報連絡会
を開催し、情報共有や今後の方針等を決定

○河川整備課内に専任の担当者（河川行政の経験を有する
委嘱職員）を配置、担当者が県内市町村や施設を直接支
援

○対象施設にとって馴染みのない河川部局からの連絡で最
初は戸惑う施設もあったが、法改正の趣旨等を丁寧に説
明することにより、コミュニケーションを確立

教育担当
部局

健康福祉
部局

防災担当
部局

土木担当
部局

水防法、土砂災害防止法に
基づく避難確保計画作成の
作成指示・公表

　情報連絡会県

市町

教育担当
部局

健康福祉
部局

防災担当
部局

土木担当
部局

対象施設、
計画策定状況の

情報共有

学校
(県立・私立)

福祉施設
(県所管)

学校
(市立・町立)

福祉施設
(市町所管)

計画作成等の啓発

要配慮者利用施設
立入監査時に計画作成・訓練実施の点検

立入監査時に計画作成・訓練実施の点検

立入監査時等に
計画作成・訓練実施の
点検

連　　　　　　　携

計画作成に係る技術的な支援

河川課 危機管理課
保健福祉総務課

ほか６課
学校健康課

ほか ２課

計画ひな形作成

社会福祉施設、
医療施設 施設

対象説明会

学校等施設　　
対象説明会

開催 開催

施設所管課

社会福祉施設 医療施設
学校

学童保育施設

参加 参加 参加

各施設に
おいて計
画作成

案提出

チェックバック

提出

相談窓口設置 相談窓口設置

相談窓口を通じ

適切な役割分担により取組を効果的に促進



地域特性等を踏まえた独自のひな形

○市の防災体制や地域特性を考慮し、避難勧告等の発令基準や確認すべき水位計の情報
等をあらかじめ入力した独自のひな形

○国土交通省作成の手引き・ひな形をよりコンパクト化

○水戸市内における避難勧告
等の発令基準を記入済み

○栗原市の地域特性を基に、
確認すべき河川や水位計の
情報を記入済み

栗原市のひな形 徳島県のひな形水戸市のひな形

○国土交通省の手引き・ひな
形から要点を絞り込み、県
独自のひな形として作成

計画作成における施設管理者の負担を軽減



各施設への個別対応など

○各施設の戸別訪問や電話対応などのきめ細かい対応
○施設所管課毎に、各施設の相談窓口となる職員を配置
○計画が提出されるまで継続して作成を依頼

○施設所管課毎に、各施設の相談窓口となる
職員を配置

（窓口への相談で課題解決した例）
 近隣に指定緊急避難場所がなく、避難確保

計画に避難場所を盛り込むことが困難な施
設からの相談を受け、施設所管課において
避難場所として活用できる所管施設を紹介

○県独自のひな形を作成・公開。インター
ネット環境がない施設には郵送

○個々の施設管理者に対し、水防法改正によ
る避難確保計画作成の義務化の経緯や重要
性、上記ひな形への記入方法を電話等で直
接説明

○ハザードマップ改訂時に、要配慮者利用施
設の名称等を記載することについて、施設
を戸別訪問し避難確保計画作成の義務化や
最大規模の浸水想定の意味等を含めて説明

○提出期限までに計画が未提出の施設に対し
て、市職員が戸別訪問して作成を依頼。戸
別訪問に係る時間は、１件あたり計画作成
を含めて約30分程度

宇都宮市の対応水戸市の対応

大仙市の対応
○水防法改正により避難確保計画の作成が義

務化される以前から各施設管理者に対し計
画書の作成を依頼してきた。

○市内全127施設において計画書が提出され
るまで継続して作成を依頼し、必要に応じ
て職員が直接指導を行ってきた。

徳島県の対応

細やかな対応により施設管理者の理解を促進



対象施設宇都宮市

施設所管課

河川課

危機管理課

計画の作成依頼や提出方法を工夫

○施設に対し、市町村の公文書により計画作成を依頼
○締め切りに間に合わない場合、施設側が自ら提出期限を設定
○2段階（案提出 → 本提出）の提出

安来市の依頼

市の公文書
で依頼

施設が提出予定
時期を報告

宇都宮市の依頼

①説明会を開催

④指摘事項を反映
計画を提出

一週間程度

②避難確保計画案
を提出

③計画案の確認
修正事項を指摘

高い計画提出率を実現

案段階での
計画提出



市町村に対する支援

○GISを活用して浸水想定区域内の施設を地図上に表示し、市町村へ提供
○市町村毎に病院、福祉施設、児童施設など3施設における計画作成事例の過程を取り
まとめ、参考資料として市町村に提供

徳島県の支援香川県の支援

○市町村における対象施設の把握を支援
○市町村地域防災計画への施設の位置づけ

に活用

○具体の事例を
用いて、避難
経路の選定等
避難確保計画
作成のプロセ
スを市町村に
例示

施設に対する繰り返しの周知が重要

○県内の施設を対象としたアンケートを実施
○水防法改正による義務化を知らない施設が 

  相当数存在

市町村における対象施設選定の負担を軽減 市町村の担当者の理解促進
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講習会プロジェクトの概要

・H29年度に津市にて先行的に実施し、講習会
運営マニュアルを作成
・H30年度には全国12市町で先行的に実施し、
取組を拡大

市町村毎に対象となる要配慮者利用施設の管理者を集め、河川事務所、市町村担当者等の参
画のもと講習会形式で計画作成について解説を実施し、その後各施設の管理者が計画作成を
行い、同講習会において計画の提出を受けることで、効果的・効率的な計画作成を推進

浸水想定区域

氾濫 演台

要配慮者利用施設

要配慮者利用施設

A市のB川流域浸水想定区域
にある要配慮者利用施設の
管理者へ参加を呼びかけ

B川

A市

A市（防災担当） A市（民生担当等）

河
川
管
理
者

県
担
当
者
等

A市（防災担当）

・・
・

避難
確保
計画

提出

避難
確保
計画

避難
確保
計画

避難
確保
計画

C老人ホーム

D病院

E幼稚園

F保護施設

A市にて企画・立案

施設管理者

【講習会運営フロー】



平成29年度講習会プロジェクトの実施（三重県津市）

黒木様

お疲れ様です。
議事録様式を送る際に
皆さんにここに写真を集めてもらう指示をお願いできますか？

大変申し訳ありませんが、大阪河川のカメラが調子が悪かったようで、
ぼやけた写真になっています。

Z:¥20171201-Y71152-要配慮者施設講習会

本省資料で顔が見えずに使えそうなのは添付ぐらいです。

 
会場全体の状況

　【プロジェクト実施の効果】 
　講習会に参加した全90施設で計画作成が完了

講習会の開催状況

○平成29年11月に三重県津市において、講習会を開催（前期・後期の２部構成で開催）
○前期講習会では、有識者や河川管理者等が計画作成に向けたポイントを説明し、計画案の検討を

依頼
○後期講習会では、少人数のグループに分かれて他施設管理者と計画作成上の課題や取組等を共有
○講習会実施後、参加施設の管理者は作成した計画を提出

　（講習会実施前） 　　　（講習会実施後）
　 37施設（41.1%）  　　　90施設（100%）

三重大 川口准教授による
ワールドカフェ手法の説明 テーブルでの意見集約状況

会場全体の状況

前期講習会
【開催日時】
　○平成29年11月７日（火）14：00～16：00

　○参加施設数７５施設
【次第】

・特別講演：「避難確保計画作成の必要性について」
（三重大学大学院 川口 淳 准教授）

・関係機関からの話題提供
・津市における災害時の防災情報伝達について（津市）
・避難確保計画の作成方法について（中部地方整備局）

後期講習会
【開催日時】
　○平成29年11月30日（木）14：00～16：00

　○参加施設数６０施設　※前後期合わせて９０施設参加
【次第】
・ワールドカフェによる課題と知恵の共有
　　　～避難させることができる計画を作成するために～

（ﾃｰﾏ１）作成した（作成中の）計画で避難させることができ
ますか？
（ﾃｰﾏ２）要配慮者利用施設間及び地域と連携して助け合える
　　　　（協力できる）ことがありますか？

◆付箋紙（赤）：第１ラウンドの意見
◆付箋紙（黄）：第２ラウンドの意見
◆付箋紙（青）：第３ラウンドの意見
◆共感する意見にはいいね！の●シールを貼付



平成30年度講習会プロジェクトの実施（全国12市町）

○三重県津市での実施を踏まえ、講習会プロジェクトの企画･運営マニュアルを作成
○平成30年度は、全国12の市町で講習会プロジェクトを実施
○施設管理者等が抱える課題の解決などにより、避難確保計画作成に貢献

都道府県 市町村 前期（座学）
参加施設数

 後期（意見交換）
参加施設数

計画提出状況
（H30.2.5時点） 備考

北海道 帯広市 101 79 集計中  

青森県 五所川原市 100 81 75(69%)

岩手県 花巻市 28 - 集計中

秋田県 能代市 27 12 23(82%)

秋田県 由利本荘市 45 28 47(89%)

埼玉県 川越市 94 61 63(57%)

新潟県 新発田市 27 - 22(81%)

岐阜県 安八町 14 15 集計中

和歌山県 紀の川市 27 23 集計中

岡山県 岡山市 155 - 集計中

香川県 三豊市 28 - 20(71%)

宮崎県 延岡市 193 193 集計中  



目 次

１．避難確保計画作成推進の取組

２．自治体毎の取組の実例



避難確保計画の作成が進んでいる地方公共団体

市町村 対象施設数 計画作成率 備考
水戸市（茨城県） 67 97.0％

宇都宮市（栃木県） 49 100％
安来市（島根県） 51 80.4％

都道府県 対象施設数 計画作成率 備考

徳島県 1,735 44.4％ 県内半数以上の対象市町村
で50％以上の計画作成率

香川県 658 35.7％
県内全ての対象市町村で
10％以上の計画作成率
（全国唯一）

避難確保計画の作成が進んでいる市町村

避難確保計画の作成が進んでいる都道府県

数字はH30.3時点。ただし、宇都宮市はH30.10時点。

○国土交通省では、避難確保計画の作成が進んでいる地方公
共団体に対して平成３０年度にヒアリングを実施した。次
項以降では、それらの地方公共団体の取組を紹介する。

＜取組を紹介する地方公共団体＞



○市の特性に合わせたひな形を作成。予め防災体制確立基準（洪水予報等によるトリガー）等を記載。

○説明会開催、戸別訪問を通じて避難確保計画を作成を支援。

＜独自のひな形を作成＞

水戸市の取組事例

○ハザードマップ改訂時に、ハザー
ドマップに要配慮者利用施設の名称
等を記載することについて、施設を
戸別訪問して避難確保計画作成の義
務化や最大規模の浸水想定の意味等
を解説

○提出期限までに計画が未提出の施
設や，説明会に参加できなかった施
設に対して、市職員が戸別訪問して
作成を依頼するとともに，再度の説
明。戸別訪問に係る時間は、１件あ
たり約30分程度

97%（65/67）
避難確保計画の作成状況
（平成30年3月末時点）

＜施設への個別対応＞

○国土交通省が公表している「要配慮者利用施設
 に係る避難確保計画作成の手引き」を参考に計
 画作成のひな形を独自に作成
○水戸市内における避難勧告等の発令基準や，避   
 難勧告等が発令された際の施設における活動内  
 容をあらかじめ示すことで施設の計画作成にお  
 ける負担を軽減，理解を促進



連　　　　　　　携

○庁内関係部局から構成される「庁内関係課会議」を結成し、役割分担や進め方を協議して連携体制を構築。

○施設所管課毎に相談窓口を設定し、 「庁内関係課会議」が一体となって計画作成を支援。

○案段階の計画の提出を受け付けることにより計画提出を促進。

100%（49/49）

＜庁内関係課会議を設立＞

庁内関係課会議
計画作成に係る技術的な支援

河川課 危機管理課
保健福祉総務課

ほか６課
学校健康課

ほか ２課

計画ひな形作成

社会福祉施設、
医療施設 施設

対象説明会

学校等施設　　
対象説明会

開催 開催

施設所管課

社会福祉施設 医療施設
学校

学童保育施設

参加 参加 参加

各施設に
おいて計
画作成

案提出

チェックバッ
ク

提出

相談窓口設置 相談窓口設置

相談窓口を通じ

避難確保計画の作成状況
（平成30年10月末時点）

宇都宮市の取組事例

施設に対して効果的な助言・はたらきかけ

対象施設宇都宮市

施設所管課

河川課

危機管理課

①説明会を開催

④指摘事項を反映
計画を提出

一週間程度

②避難確保計画案
を提出

③計画案の確認
修正事項を指摘

案段階での
計画提出

＜計画の提出方法に工夫＞



安来市の取組事例

対象施設安来市
市の公文書

で依頼

施設が提出予定
時期を報告

①計画作成を依頼

④指摘事項を反映
計画を提出

②避難確保計画
（暫定版）を提出

③暫定版計画の確認
修正事項を指摘

高い計画提出率を実現

現時点段階で
の計画提出

○施設に対し、市町村長名の公文書により計画作成を依頼

○締め切りに間に合わない場合、施設管理者が自ら提出期限を設定

○暫定版の計画の提出を受け付けることにより計画提出を促進。

80%（41/51）
避難確保計画の作成状況
（平成30年3月末時点）

＜計画作成依頼方法を工夫＞ ＜計画の提出方法に工夫＞ 消防計画等既存の
計画に必要事項を
追記する等の助言



○河川整備課内に専任の担当者を配置し、法改正の内容や計画作成方法を個別で説明し、計画作成を推進。

○国交省が公表している資料を参考に県独自に計画作成の手引きを作成。

○大規模氾濫減災協議会等において市町村へ避難確保計画作成プロセスの例を提供し、市町村の担当者の
理解を促進

＜独自のひな形の作成＞

県作成の手引き（表紙）

徳島県の取組事例

○河川整備課内に専
任の担当者（河川
行政の経験を有す
る嘱託職員）を配
置。

○水防法改正による
避難確保計画作成
の義務化や計画作
成の方法を電話等
で直接説明。

47%（843/1,788）
県内半数以上の対象市町村で計画作成率50％以上

＜専任担当者の配置＞

○国土交通省が公表している「要配慮者利用
施設に係る避難確保計画作成の手引き」を参
考に要点を絞り込んだ独自のひな形を公表す
ることで施設の計画作成における負担を軽減

県作成のひな形

＜市町村へ避難確保計画作成
 　　　　　プロセスの例を提供＞

市町村の担当者の理解を促進

避難確保計画の作成状況
（平成30年9月末時点）



○県庁内関係部局の連携を図るため、「情報連絡会」を設置。

○市町村における地域防災計画作成を支援するため、浸水想定区域内の要配慮者利用施設の一覧をＧＩＳ
を活用して位置情報とともに各市町に提供。

＜情報連絡会を結成＞

香川県の取組事例

○関係部局から構成される「情報連絡会」を
結成、県内市町村や施設を支援

○施設の所管課、施設情報を整理共有。定期
的に情報連絡会を開催し、情報共有や今後
の方針等を決定

教育担当
部局

健康福祉
部局

防災担当
部局

土木担当
部局

水防法、土砂災害防止法に
基づく避難確保計画作成の
作成指示・公表

　情報連絡会県

市町

教育担当
部局

健康福祉
部局

防災担当
部局

土木担当
部局

対象施設、
計画策定状況の

情報共有

学校
(県立・私立)

福祉施設
(県所管)

学校
(市立・町立)

福祉施設
(市町所管)

計画作成等の啓発

要配慮者利用施設
立入監査時に計画作成・訓練実施の点検

立入監査時に計画作成・訓練実施の点検

立入監査時等に
計画作成・訓練実施の
点検

情報連絡会の体制
36%（235/658）

避難確保計画の作成状況
（平成30年3月末時点）

県内全ての対象市町村で計画作成率10％以上

○市町村における対象施設の把握を支援
○市町村地域防災計画への施設の位置づけ

に活用

市町村における対象施設選定の負担を軽減

GISを活用して浸水想定区域内の施設を地図上に表示

＜市町村への情報提供＞

適切な役割分担により取組を効果的に促進



参考：地域全体での取組事例（白石市）

○小規模な要配慮者利用施設では、人員や機材の不足により、迅速な避難が困難な場合がある。

○白石市では、自動車販売会社と協定を締結し、災害時に福祉車両を借り受けることで、要配慮者利用施設
（グループホーム）の利用者の避難へ活用できるようにしている。

○市・自動車販売会社・グループホームでの合同訓練を実施している。

○市内の他の要配慮者利用施設でも協定に基づく福祉車両の提供、合同訓練を検討。

要配慮者利用施設
（グループホームたかのす）

企業等
（株式会社大正自動車）

行政
（白石市）

避難場所
（文化体育活動センター
（ホワイトキューブ））

災害時等における
福祉車輌等提供に

関する協定

避難確保計画に基
づきレベル３のタ
イミングで避難

協定に基づく福祉
車両の提供

※市内の要配慮者
利用施設の緊急性

に応じて配備

BCPに基づき、レ
ベル３で協定発動

避難確保計画提出

避難場所指定

水害対応版
BCP策定

協定を考慮
した避難確
保計画作成

避難所グループ

ホームたかの
す

＜避難時間の短縮＞

従前:
グループホーム所有の２台
の車では、一度に利用者全
員を避難させることはでき
ず、往復する必要があった

協定締結後:
大正自動車から１台を借
り受けることで、１度で
利用者全員の避難が完了

避難時間が短縮
より迅速に安全に避難できる


